
地域経済動向調査（広域）分析報告 

広川町商工会 

 

今回の調査は、ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）を活用し、地域経済動向の分析を行い、報告を

行うものです。 

※データの出典について 

当報告書に使用するデータの出典はＲＥＳＡＳであるため、出典は記載しておりません。ＲＥＳＡＳ以外からの

出典の場合のみ記載をしております。 

 

１）地域経済循環の分析 

広川町内企業の経済活動を通じて生産された付加価値は、従業員や企業の所得として分配さ

れ、それが消費や投資として支出され、広川町内に還流します。その流れを示しているのが、下

記の景気循環図です。 

 

 

広川町で生まれている付加価値額（生産額）は、７５３億円となっています。一人当たりの生産額

は、第２次産業が最も高く１，０５９万円／人となっており、全国５３０位（１，７１９市区町村中）となっ

ています。最も金額の大きい第３次産業は一人当たりの生産額は ７３７万円／人となっており、全

国１，３０６位（１，７１９市区町村中）となっています。 

「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、広川町は１００．６％

となっている。これは、地域内の所得が 市域内で生み出される付加価値額でカバーできているこ

とを示しており、地域経済が自立していることを示している。２０１５年の調査では、これが８８．２％

であり、大きく改善しているといえる。所得の内訳も他地域からの流入、流出額ともに 非常に小さ

く、実質的にも地域内で循環しているといえる。 



付加価値７５３億円のうち、７４９億円が支出に向けられている。そのうち ４４億円は地域外に流

出しているが、４７億円は地域外から流入している。おおきな支出の流入はないものの、バランスの

取れた状態になっている。２０１５年は、流出が流入を８４億円超過しており、３年で大きく改善され

ている。支出は、域内の生産に還流されており、経済が地域内で循環している状態にあるといえる。 

 

２）人口の分析 

（１）人口の推移 

２０２０年の広川町の総人口は、１９，９６９人となっている。２０１０年をピークに減少に転じて

いる。老年人口は２０２０年６，００２人となっており、４０年前の２．８倍となっている。老齢人口

の増加率は落ち着いてきており、今後は急激な増加はないと推測される。 

生産年齢人口は、２０２０年１０，９９１人であり、２０１０年をピークに減少に転じている。２０４５

年には、人口の５０％となり、付加価値額への影響も懸念される。 

 

 

自然、社会増減の推移を、下グラフに示している。近年は自然減の影響が最も大きく人口の減

少につながっている。社会増減の主な原因は、外国人によるものである。コロナ禍で大きく減少

していたが、現在は増加傾向に転じている。 





（２）流入、流出人口 

広川町の流入流出人口は、ほぼ同数になっており、昼夜間人口にほとんど差がない。これは、

広川町内に製造業を中心に働く場所が確保されているため一定の流入があることと小売・サー

ビス業が少なく、その従事者は域外に流出していることが原因となっている。 

高校、大学等の高等教育機関が町内にないため、15～19 歳の人口の日中の流出が大きくな

っている。 

   



３）産業の現状と構造の分析 

（１） 産業全体の分析 

広川町の産業は、全国や福岡県内と比較しても、第 2 次産業の比率が著しく高い。しかし、

地方部で多い建設業を中心としたものではなく、製造業を中心としたものとなっている。

繊維業など地域の産業に加えて、企業誘致の結果といえる。 

比率としては、生産額では第２次産業がトップであるが、付加価値、雇用者所得の面では、

第３次産業が、約５０％をしめている。これは、産業ごとの費用構造の影響によるものと考

えられる。 

 

 

 

 

 

 



（２） 地域内の企業分析 

広川町の企業数、事業所数、従事者数を推移は以下のようになる。企業数 ５９４社→５３４社

→５３８社、事業所数 ７６３事業所→７３１事業所→７４５事業所 と増加傾向に転じている。一

方で、従業者数は７，８０３人→８，９７０人→９，３０２人と増加傾向を維持している。地域内の事

業所の増加が大きく影響していると考えられる。 

 

 

 

（３）地域内の業種分析 

産業構造としては、企業数を基準とすると下図のようになる。中小都市の傾向と同じで卸売

業・小売業、建設業の比率が大きい。製造業の数が多いのが、特徴的である。伝統的な繊維産業

や工業団地等への誘致が進んでいるのが、その理由であると考えられる。 

従業員数を基準として産業構造を分析すると、製造業の比率が３５．２％と全国に比べても非

常に大きい。５年前は３１．８％であり、製造業への雇用の集中は、さらに進んでいる。また、企業

数としては全国で多い卸売業・小売業の比率が小さい。 

製造業の比率が多いのは、生産用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業の中

小、中堅企業の立地があるためと考えられる。卸売業・小売業の比率が小さいのは、大規模店舗

がなく、零細店舗が多いためである。 

広川町内事業所の付加価値額の内訳を示したグラフを下記に示す。全国に比べて、製造業、医

療・福祉の比率が非常に高くなっている。製造業は、生産用機械器具製造業が、製造業の６５％

を占めている。このことから、特定の事業所の業績が、付加価値額に大きな影響を及ぼしている

と推測される。 
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